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第１１章 災害廃棄物等処理計画【環境局】

大規模な震災等の発生に伴う建物倒壊等被害からの災害廃棄物や避難所からのごみ・し尿を迅速かつ

適正に処理し、市民の生活基盤の早期回復と生活環境の改善に万全を図るためには、事前に十分な対策

を講じておく必要がある。

本計画は、災害廃棄物対策指針（環境省）、災害廃棄物処理計画（神奈川県）及び阪神・淡路大震災、

東日本大震災、熊本地震等における災害廃棄物等の処理に関する多くの教訓を踏まえ、本市の地域防災

計画で想定される地震に対する事前の体制整備を中心とし、市民・事業者・行政の三者の連携に基づく

災害廃棄物等の円滑な処理を推進するために策定する。

なお、廃棄物関連施設の耐震性や安全化等の取組については、第２部予防計画第２章第６節「廃棄物

処理関連施設の安全対策」に別途定める。

 また、風水害により発生した災害廃棄物は、地域防災計画（風水害対策編）を基本とし、必要に応じ

本計画を準用するものとする。

第１節 計画の対象

本計画の対象とする災害廃棄物は、次の種類のものとする。また、被災者や避難者の生活に伴い発生

する廃棄物と併せて、以下「災害廃棄物等」という。

種類 内容

災害により発

生する廃棄物

可燃物
繊維類、紙、木くず、プラスチック類等が混在した廃棄物

不燃物 廃タイヤ類、分別できない細かなコンクリートや木くず、プ

ラスチック、ガラス、土砂などが混在し概ね不燃性の廃棄物

コンクリートがら コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくず

など

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など

木くず 柱・梁・壁材、水害又は津波などによる流木など

腐敗性廃棄物 畳や冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工品や飼

肥料工場等から発生する原料及び製品など

廃家電 テレビ、洗濯機、エアコン、パソコン等の家電類で、災害に

より被害を受けて使用できなくなったもの

廃自動車等
使用できなくなった自動車、自動二輪車、原付自転車

廃船舶
使用できなくなった船舶

有害廃棄物 アスベストを含む廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、フロン類・

ＣＣＡ処理木材・テトラクロロエチレン等の有害物質、医薬

品類、農薬類の有害廃棄物

その他処理困難物 消火器、ボンベ類等の危険物やピアノ、マットレス等の自治

体の施設では処理が困難なもの（レントゲンや非破壊検査用

の放射線源を含む）、漁網、石膏ボードなど
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津波堆積物 海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆積

したものや陸上に存在していた農地土壌等が津波に巻き込

まれたもの

被災者や避難

者の生活に伴

い発生する廃

棄物

ごみ 普通ごみ（携帯トイレを含む）、粗大ごみ、資源物及び事業

系一般廃棄物

避難所から発生するごみ

し尿 仮設トイレからの汲み取りし尿及び処理に緊急を要するし

尿等

第２節 災害廃棄物等処理に係る組織体制

災害対策本部環境部の中に次の班を設置する。災害廃棄物等処理は地震発生等に伴い発生する業務で

あるため、人員の補充や支援を得て臨時の体制を組織する。

また、被災状況により、川崎市業務継続計画に定める各班の職員参集率に満たない班が出た場合には、

総務班の指示により、各班の配置人員の調整を行う。

なお、各班の統括は環境部長が行う。

【組織図】

環境部長（環境局長） 総務班      （班長は総務部長）

廃棄物収集班   （班長は生活環境部長）

副部長（総務部長）

廃棄物処理班   （班長は施設部長）

災害廃棄物処理班 （班長は生活環境部担当部長（廃棄物

政策担当）
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（協力依頼）

災害廃棄物等対策組織及び分担業務

（ 組  織 ）                   （ 分 担 業 務 ） 

                             ①職員の参集状況の確認と人員配置 
                             ②災害対策本部との連絡
                             ③災害廃棄物等対策の全体進行管理と調整
                             ④ごみ・し尿処理施設の被災状況の把握と報告
                             ⑤住民・事業者への広報と相談の受付
                             ⑥県及び他市町村との連絡
                             ⑦支援の要請
                             ⑧国庫補助に関する事務体制の準備と実施

                             ①ごみ収集計画の更新
                             ②災害用トイレ設置計画の更新
                             ③災害用トイレ設置の基本方針
                             ④し尿等収集計画の更新

①職員の参集状況の確認と人員配置

                             ②災害用トイレの設置及び運搬

③収集車両の整備

                             ④ごみ･し尿等の収集

                             ①ごみ処理計画の更新
                             ②し尿等処理計画の更新

①職員の参集状況の確認と人員配置
                             ②処理施設の整備
                             ③ごみ・し尿等の処理

                             ①職員の参集状況の確認と人員配置
                             ②被災施設の把握と報告
                             ③施設の修繕

                             ①災害廃棄物発生量の推計 
                             ②災害廃棄物処理計画の更新 

                             ①倒壊家屋の解体撤去に関する申請受付
                             ②建物確認・調査
                             ③業者への発注・作業管理
                             ④支払い等の経理

                             ①仮保管場所の開設準備
                             ②仮保管場所の運用

                             ①災害廃棄物の市処理施設（中間処理施
                              設）での処理

②災害廃棄物の民間事業者への処理委託の調整

                             ③災害廃棄物の有効利用先の検討
                             ④再使用・再資源化、中間処理、最終処分
                              の進捗状況の把握と報告

環
境
部
長
（
環
境
局
長
）

（担当課）施設整備課

庶務課

（担当課）処理センター

クリーンセンター

（担当課）庶務課
     廃棄物政策担当
     減量推進課
     大気環境課

（担当課）廃棄物指導課
処理計画課

（担当課）生活環境事業所

（担当課）処理計画課

（担当課）収集計画課

（担当課）廃棄物指導課

廃棄物政策担当

(班長)施設部長

（班長）

 生活環境部担当部長

 （廃棄物政策担当）

総 務 班 総 務 担 当

廃 棄 物
収 集 班

各 区 本 部 生 活
環 境 事 業 所 隊

災害廃棄物

処 理 班

ご み ・ し 尿 等
収 集 計 画 担 当

災 害 廃 棄 物
処 理 計 画 担 当

廃 棄 物

処 理 班
副
部
長
（
総
務
部
長
）

（班長）総務部長

（班長）生活環境部長

災 害 廃 棄 物

処 理 担 当

倒壊家屋解体撤

去 事 務 担 当

仮保管場所担当

（担当課）施設整備課
施設建設課

（担当課）処理計画課

ご み ・ し 尿 等
処 理 計 画 担 当

ご み ・ し 尿 等
処 理 業 務 担 当

施 設 修 繕 担 当
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第３節 災害廃棄物等の処理に係る基本方針 

１ 処理の基本方針 

(1) 計画的な処理 

  被災状況を踏まえ、計画的な処理体制を構築し、災害廃棄物等の処理を推進する。 

(2) 生活環境の保全 

  災害廃棄物等の処理にあたっては、周辺環境に配慮し、公衆衛生の悪化を防止する。 

(3) 再使用・再資源化の徹底 

  災害に伴い発生するがれき等の処理にあたっては、最終処分量を低減させるために、倒壊家屋

解体現場における事前の荒選別、仮保管場所での分別など様々な手法を用いて再使用・再資源化

に努める。 

(4) 適切な情報発信 

  市民・事業者の混乱を招かないよう、平時（発災前）、発災後において災害廃棄物等の処理に

関する情報を適切に発信する。 

(5) 適正な保管・管理 

  災害廃棄物等の円滑な処理のため、仮保管場所を設置し、処理を行うまでの間、適正に保管・

管理を行う。 

２ 具体的な対応 

次の対応により、基本方針の内容に適合した災害廃棄物等の処理を推進するものとする。 

(1) 自区内処理 

自区内で計画的に処理・処分することを原則とする。ただし、被災状況等により自区内での処

理での処理が完結できないと判断した場合は、他都市、民間事業者を含め処理方法等について検

討する。 

(2) 収集・処理 

ア ごみ 

   収集・処理体制について、臨機の対応を図るものとし、災害発生時における分別区分及び対

応については、次のとおりとする。 

(ｱ) 普通ごみ 

住民の在宅している世帯から発生する普通ごみを収集する。 

(ｲ) 避難所ごみ 

避難所から排出されるごみを収集する。 

(ｳ) 粗大ごみ 

地震発生等に伴い発生する粗大ごみの収集を優先するため、電話による通常の粗大ごみ収

集申込みの受付は中止し、粗大ごみ収集・処理体制が安定した後、受付を開始する。 

(ｴ) 資源物 

普通ごみの収集を優先的に行うため、資源物の収集を中止し、収集・処理体制が安定した

後、収集する。 

(ｵ) 事業系一般廃棄物 

事業者自ら又は許可業者が指定処理施設に運搬する。ただし、特別の事情がある場合は、

市が収集運搬を行う。 

(ｶ) その他 
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処理施設が稼動不能の場合は、一時保管や近隣都市への支援要請などの対策を講じる。 

イ 災害廃棄物 

(ｱ) 市の事業として解体撤去を行う場合の対象家屋は、個人所有の住宅及び中小事業者の事業

所に限る。 

(ｲ) 市の事業として行う解体撤去は、市が民間事業者にその解体撤去と仮保管場所への運搬を

発注する。発注は、市と業者との間の直接契約とする。 

(ｳ) 災害廃棄物の再使用・再資源化を推進するため、排出・選別・保管については、「可燃物」、

「不燃物」、「コンクリートがら」、「金属くず」、「木くず」、「腐敗性廃棄物」、「廃家電」、「廃

自動車等」、「廃船舶」、「有害廃棄物」、「その他処理困難物」、「津波堆積物」の１２区分に分

別する。 

(ｴ) 災害廃棄物を再使用・再資源化、中間処理あるいは最終処分するまでに一時的に保管する

仮保管場所を確保する。 

(ｵ) 市（環境局）は原則として災害廃棄物を収集しないが、発災後等においては状況に応じて

臨時的に収集する。 

ウ し尿 

収集・処理体制について、臨機の対応を図る。 

(ｱ) 避難所の災害用トイレから発生するし尿、緊急を要する一般世帯等からのし尿収集・処理

を行う。 

(ｲ) し尿の収集・処理が安定するまでの間、浄化槽の清掃は一時的に中止する。 

(ｳ) 機器破損及びクリーンセンター等での希釈処理が行えない場合は、下水処理場での一時貯

留、直接処理などを検討する。 

(ｴ) 災害用トイレの設置等による収集業務の増大に対しては、近隣都市への支援要請等の対策

を行う。 

(3) 災害用トイレの設置 

普通ごみの収集を優先的に行うため、資源物の収集を中止し、収集・処理体制が安定した後、

収集する。 

ア 災害用トイレの設置計画は、避難所の既設トイレの活用やし尿収集計画を踏まえ、廃棄物収

集班が行う。 

イ 避難所等の備蓄倉庫に備蓄されている災害用トイレは、避難所周辺の自主防災組織等の協力

により設置する。 

ウ 災害用トイレの維持管理については、ボランティアの協力や感染症を防ぐため防疫指導等が

必要となるため、総務班を通じて関係局区へ対応を要請する。 

(4) 市民・事業者への情報発信 

ア 平時（発災前）において、ホームページ、リーフレット等により、廃棄物の分別方法等につ

いて情報発信を行う。 

イ 発災後において、リーフレット、貼り紙の掲出等の可能な手段で収集体制の変更、倒壊家屋

の解体撤去について情報発信を行う。 
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３ 業務の着手時期

各班の分担業務の着手時期を次のとおり示す。

初動期
（発災後３日以内）

応急期
（発災後３日～１月以内）

復旧・復興期
（発災後１月以降）

【総務班】(庶･政･減)
○総務担当(庶･政･減)
・職員の参集状況の確認と人員配
置

・災害対策本部との連絡
・災害廃棄物等対策の全体進行管
理と調整

・ごみ・し尿処理施設の被災状況
の把握と報告

・住民・事業者への広報と相談の
受付

・県及び他市町村との連絡
・支援の要請

【総務班】(庶･政･減･大)
○総務担当(庶･政･減･大)
・災害廃棄物等対策の全体進行管理と
調整

・住民・事業者への広報と相談の受付
・国庫補助に関する事務体制の準備と
実施

【総務班】(庶･政･減･大)
○総務担当(庶･政･減･大)

【廃棄物収集班】(収･生)
○ごみ・し尿等収集計画担当(収) 
・ごみ収集計画の更新
・災害用トイレ設置計画の更新
・災害用トイレ設置の基本方針
・し尿等収集計画の更新

○生活環境事業所隊(生)
・職員の参集状況の確認と人員配
置

・災害用トイレの設置及び運搬
・収集車両の整備及び燃料の確保
・ごみ・し尿等の収集

【廃棄物収集班】(収･生)
○ごみ・し尿収集計画担当(収) 

○生活環境事業所隊(生)

【廃棄物収集班】(収･生)
○ごみ・し尿収集計画担当(収)

○生活環境事業所隊(生)

【廃棄物処理班】(処･整･建･セ･ク)

○ごみ・し尿等処理計画担当(処)
・ごみ・し尿等処理計画の更新

○ごみ・し尿等処理業務担当(セ･ク)
・職員の参集状況の確認と人員配
置

・処理施設の整備
・ごみ・し尿等処理業務

○施設修繕担当(整･建)
・職員の参集状況の確認と人員配
置

・被災施設の把握と報告
・施設の修繕

【廃棄物処理班】(処･整･建･セ･ク)

○ごみ・し尿等処理計画担当(処) 
・ごみ・し尿等処理計画の更新

○ごみ・し尿等処理業務担当(セ･ク)
・処理施設の整備
・ごみ・し尿等の処理

○施設修繕担当(整･建)
・施設の修繕

【廃棄物処理班】(処･整･建･セ･
ク)
○ごみ・し尿等処理計画担当(処) 

○ごみ・し尿等処理業務担当(セ･
ク)

○施設修繕担当(整･建)
・施設の修繕

【災害廃棄物処理班】(庶･指･政･処･
整)
○災害廃棄物処理計画担当(指･政)
・災害廃棄物発生量の推計
・災害廃棄物処理計画の更新

○倒壊家屋解体撤去事務担当(整･
庶)
・職員の参集状況の確認と人員配
置

○仮保管場所担当(処) 

○災害廃棄物処理担当(指･処)

【災害廃棄物処理班】(庶･指･政･処･整)

○災害廃棄物処理計画担当(指･政)
・災害廃棄物発生量の推計
・災害廃棄物処理計画の更新

○倒壊家屋解体撤去事務担当(整･庶)
・倒壊家屋の解体撤去に関する申請受
付

・建物確認・調査
・業者への発注・作業管理

○仮保管場所担当(処) 
・仮保管場所の開設準備

○災害廃棄物処理担当(指･処) 
・災害廃棄物の有効利用先の検討

【災害廃棄物処理班】(庶･指･政･
処･整)
○災害廃棄物処理計画担当(指･
政)

○倒壊家屋解体撤去事務担当(整･
庶)
・倒壊家屋の解体撤去受注業者
への支払い等経理

○仮保管場所担当(処)
・仮保管場所の運用

○災害廃棄物処理担当(指･処)
・災害廃棄物の市処理施設（中
間処理施設）での処理

・災害廃棄物の民間事業者への
処理委託の調整

・災害廃棄物有効利用先の検討
・再使用・再資源化、中間処理、
最終処分の進捗状況把握と報
告
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第４節 各班の主な業務 

班 担当 業務内容 

総

務

班

総務担当 ① 職員の参集状況の確認と人員配置 

② 災害対策本部との連絡 

③ 災害廃棄物等対策の全体進行管理と調整 

④ ごみ・し尿処理施設の被災状況の把握と報告 

⑤ 住民・事業者への広報と相談の受付 

⑥ 県及び他市町村との連絡 

⑦ 支援の要請 

⑧ 国庫補助に関する事務体制の準備と実施 

廃

棄

物

収

集

班

ごみ・し尿等収集計画担当 ① ごみ収集計画の更新 

② 災害用トイレ設置計画の更新 

③ 災害用トイレ設置の基本方針 

④ し尿等収集計画の更新 

各区本部生活環境事業所隊 ① 職員の参集状況の確認と人員配置 

② 災害用トイレの設置及び運搬 

③ 収集車両の整備及び燃料の確保 

④ ごみ・し尿等の収集 

廃

棄

物

処

理

班

ごみ・し尿等処理計画担当 ① ごみ処理計画の更新 

② し尿等処理計画の更新 

ごみ・し尿等処理業務担当 ① 職員の参集状況の確認と人員配置 

② 処理施設の整備 

③ ごみ・し尿等の処理 

施設修繕担当 ① 職員の参集状況の確認と人員配置 

② 被災施設の把握と報告 

③ 施設の修繕 

災

害

廃

棄

物

処

理

班

災害廃棄物処理計画担当 ① 災害廃棄物発生量の推計 

② 災害廃棄物処理計画の更新 

倒壊家屋撤去事務担当 ① 倒壊家屋の解体撤去に関する申請受付 

② 建物確認・調査 

③ 業者への発注・作業管理 

④ 支払い等の経理 

仮保管場所担当 ① 仮保管場所の開設準備 

② 仮保管場所の運用 

災害廃棄物処理担当 ① 災害廃棄物の市処理施設（中間処理施設）での処理 

② 災害廃棄物の民間事業者への処理委託の調整 

③ 災害廃棄物の有効利用先の検討 

④ 再使用・再資源化、中間処理、最終処分の進捗状況の把

握と報告 
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資 料 

○災害廃棄物発生量の推計 

１ 家屋の倒壊状況の把握 

災害対策本部から発表される家屋の全壊棟数及び焼失棟数について、総務班を通じて把握する。 

２ 災害廃棄物発生量の推計 

(1) 災害廃棄物発生量推計の基礎資料として、全壊・半壊棟数、焼失棟数及び津波による被害棟数

を把握する。焼失棟数については、木造・非木造の棟数についても把握する。 

 被害棟数の想定（川崎市直下の地震） ※1                    （棟） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 全市 

全壊 8,403 4,899 7,487 6,386 3,252 1,992 1,442 33,862

半壊 11,707 6,445 9,417 8,901 7,667 6,778 5,786 56,700

床上浸水 0 0 0 0 0 0 0 0 

床下浸水 2 0 0 0 0 0 0 2 

焼失 

※2 

木造 1,727 866 1,397 759 843 984 1,057 7,632 

非木造 1,289 408 798 344 301 389 298 3,827 

合計 23,127 12,618 19,099 16,389 12,062 10,143 8,583 102,022

※1 被害棟数は、川崎市地震被害想定調査報告書の平成 22年と平成 25 年の被害想定調査を比較し

て区別・被害別に被害件数が多いものを使用（合計は四捨五入等端数計算処理の関係で合わない

場合あり） 

※2 焼失については、冬 18時の数値を使用。平成 25年調査の全建物棟数と上記の焼失以外の被害

棟数の比から、焼失以外の被害と重複している棟数分について推定して算出し、平成 26 年作成

環境省災害廃棄物対策指針の考え方により、焼失以外の被害の区分にて算出（調査報告の焼失棟

数×１－焼失以外の被害棟数／全建物棟数）。また、木造・非木造の内訳は地震被害想定調査で

は数値が示されていないため、平成 25年調査の全建物棟数の木造・非木造の比から算出 

 津波による被害棟数の想定（慶長型地震） ※3                  （棟） 

  川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 全市 

全壊 8 0 0 0 0 0 0 8 

半壊（床上浸水） 10,025 0 0 0 0 0 0 10,025 

（床下）浸水 4,606 11 0 0 0 0 0 4,617 

※3 平成 25 年川崎市地震被害想定調査報告書より。当調査報告書では半壊と床上浸水を区分せず

に半壊として計上 
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(2) 推計に用いる１棟当たりの災害廃棄物発生量（発生原単位）は、次の数値を使用する。 

 １棟当たりの災害廃棄物発生量（発生原単位）                （ｔ／棟） 

全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 
焼失 

木造 非木造 

津波浸水地域以外 161 32 - - 106.26 135.24

津波浸水地域 117 23 4.6 0.62 77.22 98.28

（平成 26年作成環境省災害廃棄物対策指針の数値による） 

(3) 推計に用いる災害廃棄物種類別の発生割合は、次の数値を使用する。 

 災害廃棄物種類別発生割合

津波浸水地域以外 
津波浸水

地域 
火災焼失

以外 

火災焼失 

木造 非木造 

可燃物 8% 0.1% 0.1% 18%

不燃物 28% 65% 20% 18%

コンクリート

がら 58% 31% 76% 52%

金属 3% 4% 4% 6.6%

柱角材 3% 0% 0% 5.4%

（平成 26 年作成環境省災害廃棄物対策指針の数値による） 

(4) 次の式により災害廃棄物発生量を推計する。 

 ア 災害廃棄物発生量（ｔ）

     ＝ 発生原単位【全壊】（ｔ／棟）×全壊棟数

 ＋発生原単位【半壊】（ｔ／棟）×半壊棟数

 ＋発生原単位【木造焼失】（ｔ／棟）×木造焼失棟数

 ＋発生原単位【非木造焼失】（ｔ／棟）×非木造焼失棟数

 ＋発生原単位【床上浸水】（ｔ／棟）×床上浸水棟数

＋発生原単位【床上浸水】（ｔ／棟）×床上浸水棟数

イ 種類別災害廃棄物発生量（ｔ）

＝ 火災焼失以外の災害廃棄物発生量（ｔ）×種類別発生割合（％）

    ＋火災焼失による災害廃棄物発生量（ｔ）×種類別発生割合（％）
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 被害想定の災害廃棄物推計発生量（川崎市直下の地震）                （ｔ） 

  川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 全市 

可燃物 138,558 79,746 120,796 105,165 61,643 43,166 33,538 582,612 

不燃物 637,823 349,451 539,940 429,338 281,636 229,005 197,909 2,665,102 

コンクリート 

がら 
1,191,281 647,579 1,001,977 821,840 504,633 384,190 307,498 4,858,998 

金属 66,136 35,739 55,457 44,473 28,276 22,414 18,624 271,119 

柱角材 51,825 29,849 45,203 39,389 23,067 16,128 12,519 217,980 

合計 2,085,623 1,142,364 1,763,373 1,440,205 899,255 694,903 570,088 8,595,811 

 津波による被害想定の推計発生量（慶長型地震）※4                  （ｔ） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 全市 

可燃物 8,983 1 0 0 0 0 0 8,984 

不燃物 8,983 1 0 0 0 0 0 8,984 

コンクリート 

がら 
25,951 4 0 0 0 0 0 25,955 

金属 3,294 0 0 0 0 0 0 3,294 

柱角材 2,695 0 0 0 0 0 0 2,695 

合計 49,907 7 0 0 0 0 0 49,914 

※4 合計は四捨五入等端数計算処理の関係で合わない場合あり。平成 25年川崎市地震被害想定調査報

告書では半壊と床上浸水を区分していないため、この発生原単位については全て床上浸水のものを

使用 
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○災害時における石綿含有廃棄物の処理 

１ 石綿含有廃棄物の発生量の予測 

災害時における石綿含有廃棄物発生量は、石綿が非木造建物に多く使われていることを考慮し、

次の算出方法によることとする。 

  ●算出式：（鉄筋コンクリート造・鉄骨造・軽量鉄骨造大破棟数＋０．５×鉄筋コンクリート造・

鉄骨造・軽量鉄骨造中破棟数）×１棟あたり平均床面積×発生原単位×石綿含有率５

重量％ 

   区別の石綿含有廃棄物推定発生量は、次の表のとおりとなる 

・区別石綿含有廃棄物推定発生量 

 川崎直下型の地震被害想定による推計発生量               （ｔ） 

 鉄筋コンクリート造 

石綿含有廃棄物 

推定発生量 

鉄骨造・軽量鉄骨造 

石綿含有廃棄物 

推定発生量 

合 計 

川崎区 １７，３４７ ２７，４２３ ４４，７７０

幸 区 ７，３８７ ７，３４５ １４，７３２

中原区 ７，５４０ ６，７２８ １４，２６８

高津区 ５，５２２ ３，８９６ ９，４１８

宮前区 ３，５４６ １，８２３ ５，３６９

多摩区 ２，１３３ １，５９１ ３，７２４

麻生区 １，８５１ １，１９９ ３，０５０

全 市 ４５，３２６ ５０，００５ ９５，３３１

 元禄型関東地震被害想定による推計発生量                （ｔ） 

 鉄筋コンクリート造 

石綿含有廃棄物 

推定発生量 

鉄骨造・軽量鉄骨造 

石綿含有廃棄物 

推定発生量 

合 計 

川崎区 １４，６４３ ２４，６２２ ３９，２６５

幸 区 １，９４４ ２，４５６ ４，４００

中原区 ２，３７０ ２，４８６ ４，８５６

高津区 １，６１３ １，２９５ ２，９０８

宮前区 １，９２７ ９４４ ２，８７１

多摩区 ６６８ ５４８ １，２１６

麻生区 ８４５ ６１８ １，４６３

全 市 ２４，０１０ ３２，９６９ ５６，９７９

※鉄筋コンクリート造及び鉄骨造・軽量鉄骨造の災害廃棄物発生量は、川崎市地震被害想定調査報告

書「元禄型関東地震被害想定」の数値に基づく。 
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○ごみ発生量の推計 

１ 家庭系普通ごみ 

(1) 発生量推計式 

ア 総発生量 

   一日発生量＝避難所からのごみ発生量＋在宅世帯からのごみ発生量 

 イ 避難所からのごみ発生量 

   一日発生量＝発生原単位×当該当該期間の避難住民数×１．７１倍（堺市災害廃棄物処 

理計画の想定災害における推計結果より抜粋） 

 ウ 在宅世帯からのごみ発生量 

   一日発生量＝（総人口―避難所人口）×発生原単位 

(2) 原単位等の設定 

 ア り災者の発生原単位 ５３８ｇ 

  ・平成２８年度実績の全市平均とし、在宅世帯と同量を見込む。 

  ・事業系一般廃棄物・家庭系粗大ごみを除く

 イ り災者数（川崎市地震被害想定調査報告書のうち「川崎市直下の地震」・１８時による 

被害想定）                             （人）  

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

り災者数 96,514 79,063 88,544 77,473 59,337 46,310 34,482 481,723

ウ 避難所生活者数（川崎市地震被害想定調査報告書のうち「川崎市直下の地震」・冬１８時に

よる被害想定）                                （人） 

  川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

川 崎 市

直 下 の

地震 

1～3日

後 
67,689 56,363 65,467 58,457 50,719 33,575 28,806 36,1077 

10日後 59,970 54,131 45,088 40,872 43,133 13,281 10,156 26,6632 

28日後 36,127 30,616 31,293 24,423 16,577 13,281 10,156 16,2472 
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(3) 推計発生量（１日あたり） 

                                           （ｔ） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

総発生量 

発生～0.5 か月 144 107 153 138 137 123 100 902

0.5～1.5 か月 137 101 148 133 130 122 99 870

1.5～2.5 か月 137 101 148 133 130 122 99 870

2.5～3.5 か月 137 101 148 133 130 122 99 870

避難所帯 

発生～0.5 か月 48 42 40 35 32 15 12 244

0.5～1.5 か月 33 28 29 22 15 12 9 148

1.5～2.5 か月 33 28 29 22 15 12 9 148

2.5～3.5 か月 33 28 29 22 15 12 9 148

在宅世帯 

発生～0.5 か月 95 64 113 104 105 108 88 677

0.5～1.5 か月 104 72 119 111 114 109 90 719

1.5～2.5 か月 104 72 119 111 114 109 90 719

2.5～3.5 か月 104 72 119 111 114 109 90 719
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 ２ 粗大ごみ 

(1) 発生量推計式 

   一日発生量＝通常分（平成２８年度粗大ごみ実績量÷年間日数）＋増加分（通常分×５．５（堺

市災害廃棄物処理計画の想定災害における推計結果より抜粋）×当該期間の一日あ

たりの粗大ごみ増加分の排出率） 

ア 粗大ごみ増加分 

     通常分×５．５倍とする。（堺市災害廃棄物処理計画の想定災害における推計結果より） 

   イ 一日あたりの粗大ごみ増加分の排出率 

排 出 時 期 
地震発生～ 

0.5 か月 

0.5～ 

1.5 か月 

1.5～ 

2.5 か月 

2.5～ 

3.5 か月 

一日あたりの排出率 97％ 114％ 60％ 23％ 

(2) 粗大ごみ推計発生量 

                                           （ｔ） 

種  別 川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

通 常 分 3.8 3.0 4.8 4.0 3.9 3.5 2.9 25.9

増加分 

発生～

0.5か月
20.3 16.0 25.6 21.3 20.8 18.7 15.5 138.2

0.5～

1.5か月
23.8 18.8 30.1 25.1 24.5 21.9 18.2 162.4

1.5～

2.5か月
12.5 9.9 15.8 13.2 12.9 11.6 9.6 85.5

2.5～

3.5か月
4.8 3.8 6.1 5.1 4.9 4.4 3.7 32.8

一 日 発

生量 

発生～

0.5か月
24.1 19.0 30.4 25.3 24.7 22.2 18.4 164.1

0.5～

1.5か 月
27.6 21.8 34.9 29.1 28.4 25.4 21.1 188.3

1.5～

2.5か月
16.3 12.9 20.5 17.2 16.8 15.1 12.5 111.4

2.5～

3.5か月
8.6 6.8 10.9 9.1 8.8 7.9 6.6 58.7
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３ 事業系一般廃棄物 

(1) 推計発生量 

 ア 発生原単位の設定 

   事業系一般廃棄物の発生原単位 約 327ｔ／日 

  ・平成 27年度実績（119,547ｔ）÷日数（366日）≒327ｔ 

  ・災害廃棄物を除く

 イ 推計発生量（１日あたり） 

   事業系一般廃棄物の推計発生量 約 193ｔ／日 

・一日発生量＝発生源単位－（発生原単位×（被害棟数÷総棟数）） 

・193／日ｔ≒327－（327ｔ×（102,017 棟÷249,368 棟）） 

 川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

事業所総数 11,278 4,777 7,285 6,146 4,368 5,077 3,685 42,616 

事業系一般廃棄物発

生量（案分）（ｔ） 
51 21 33 28 20 23 17 193 

   ※事業所総数出典：平成 26 年経済センサス‐基礎調査結果 事業所数及び従業者数 

   ※被害棟数は、川崎市地震被害想定調査報告書の平成 22 年と平成 25 年の被害想定調査を比較し

て区別・被害別に被害件数が多いものを使用 
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○し尿発生量の推計 

 １ 基礎数値 

  ・基礎資料として、避難所の収容人数を把握する。 

  ・し尿収集対象人口（おむつ使用者及び簡易トイレ使用者を除く） 

   し尿人口 

  ・発生原単位 

   １人１日  １．５L とする。（平成２８年４月内閣府（防災担当）「避難所におけるトイレの確

保・管理ガイドライン」より） 

 ２ 発生量推計式 

  ・避難所からのし尿発生量推計式 

   一日発生量＝〔発生原単位〕×〔避難人口〕部地震想 

・災害用トイレからのし尿発生推計量 〔発生源単位〕×〔トイレ基数〕×60（1 基あたり使 

用人数） 

・携帯トイレ発生推計量 

   〔発生源単位〕×〔避難人口〕－〔災害用トイレからのし尿発生推計量〕 

                                          （人） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計 

避難人口 55,318 38,215 59,692 46,519 31,828 20,307 15,841 267,720

仮設トイレ組立式

人口 
50,500 34,886 54,493 42,467 29,056 18,538 14,461 244,401

簡易トイレ等人口 4,818 3,329 5,199 4,052 2,772 1,769 1,380 23,319

・対象人口の推移率

日数 推移率 避難者数（人） 

発災～4日目 100% 267,720

5 日目 98% 262,366

6 日目 95% 254,334

7～9日目 90% 240,948

10～19 日目 80% 214,176

20～29 日目 65% 174,018

  ※平成８年１月神戸市「阪神・淡路大震災 ―神戸市の記録 1995 年―」を参考に推計
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 ３ 推計発生量

  （地震発生～１カ月）

  (1) 仮設トイレ組立式し尿推計発生量 

                                          （ｋＬ） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 
合計 

（日） 

合計 

（延べ） 

発災日 31.7 21.9 34.2 26.6 18.2 11.6 9.0 153.2 153.2

2 日目 43.9 30.3 47.4 36.9 25.3 16.1 12.6 212.5 365.7

3 日目 56.2 38.8 60.6 47.3 32.3 20.6 16.1 271.9 637.6

4 日目 56.2 38.8 60.6 47.3 32.3 20.6 16.1 271.9 909.5

5 日目 56.2 38.8 60.6 47.3 32.3 20.6 16.1 271.9 1181.4

6 日目 56.2 38.8 60.6 47.3 32.3 20.6 16.1 271.9 1453.3

7～9 

日目 
52.6 36.3 56.8 44.2 30.3 19.3 15.0 254.5 2216.8

10～19 

日目 
45.0 31.1 48.6 37.9 25.9 16.5 12.8 217.8 4394.8

20～29 

日目 
39.3 27.2 42.5 33.1 22.6 14.4 11.2 190.3 6297.8

  ※初動対応時の運搬・設置にかかる日数を考慮した。 

  (2) 携帯トイレ（ごみ）推計発生量 

                                           （ｔ） 

 川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 
合計 

（日） 

合計 

（延べ） 

発災日 44.9 31.0 48.5 37.8 25.8 16.5 12.8 217.3 217.3

2 日目 32.6 22.5 35.3 27.5 18.8 12.0 9.3 158.0 375.3

3 日目 20.4 14.1 22.0 17.1 11.7 7.5 5.8 98.6 473.9

4 日目 20.4 14.1 22.0 17.1 11.7 7.5 5.8 98.6 572.5

5 日目 18.8 13.0 20.3 15.8 10.8 6.9 5.4 91.0 663.5

6 日目 16.4 11.3 17.8 13.8 9.4 6.0 4.7 79.4 742.9

7～9 

日目 
16.0 11.1 17.3 13.5 9.2 5.9 4.6 77.6 975.7

10～19 

日目 
15.7 10.9 17.0 13.2 9.0 5.8 4.5 76.1 1736.7

20～29 

日目 
9.5 6.6 10.4 8.0 5.5 3.5 2.7 46.2 2198.7

  ※仮設トイレ組立式人口に含まれる人口の一部も避難所等の既存便座を活用し携帯トイレを使用

する想定である。 
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○災害廃棄物処理可能量推計 

被災時に本市焼却処理施設が被災し、処理能力が不足した場合には、必要となる補完処理能力を検討

する。 

１ 要災害廃棄物処理能力 

(1) 焼却が必要となる災害廃棄物の量 

   廃棄物量 582,567 t 

 (2) 処理に要する期間（災害廃棄物の処理が完了するまでの期間） 

     3 つの区分（1年、2年、3年）を仮定 

 (3) 要災害廃棄物処理能力の算出 

   １年：582,567t ÷  365 日 ＝ 1,597ｔ/日 

   ２年：582,567t ÷  730 日 ＝  799ｔ/日 

   ３年：582,567t ÷ 1,095 日 ＝  533ｔ/日 

２ 補完が必要となる焼却処理能力 

(1) 処理施設の処理能力 

   各施設稼動時の処理能力を次に示す 

    浮島処理センター ：610t/日（一般廃棄物 509t/日、災害廃棄物 101t/日） 

  堤根処理センター ：225t/日（一般廃棄物 188t/日、災害廃棄物  37t/日） 

  王禅寺処理センター：342t/日（一般廃棄物 285t/日、災害廃棄物  57t/日） 

※一般廃棄物については平成 28 年度平均処理量を引用し、一般廃棄物の最大 20％を災害廃

棄物の処理に充てるものと仮定 

 (2) 算出パターン 

    本市焼却処理施設である３処理施設の被災有無により想定されるパターンは８つあるため、そ

れぞれについて検討 

    処理施設の被災有無による検討パターン 

検討ﾊﾟﾀｰﾝ 浮島処理センター 堤根処理センター 王禅寺処理センター 

1 稼働 稼働 稼働 

2 稼働 被災 稼働 

3 稼働 稼働 被災 

4 稼働 被災 被災 

5 被災 稼働 稼働 

6 被災 被災 稼働 

7 被災 稼働 被災 

8 被災 被災 被災 

1：3処理施設とも稼働 
  2：堤根処理センターが被災し、他の 2処理施設で処理 
  3：王禅寺処理センターが被災し、他の 2処理施設で処理 

4：堤根・王禅寺処理センターが被災し、浮島処理センターのみで処理 
  5：浮島処理センターが被災し、他の 2処理施設で処理 
  6：浮島・堤根処理センターが被災し、王禅寺処理センターのみで処理 
     7：浮島・王禅寺処理センターが被災し、堤根処理センターのみで処理 

8：3処理施設とも被災 
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(3) 補完が必要となる焼却処理能力 

    本市焼却処理施設の被災パターン毎に、処理に要する期間が 1 年、2 年、3 年の場合の、焼却

処理施設の不足する処理能力を次の表に示す。 

 不足する処理能力                                 （t/日） 

検討ﾊﾟﾀｰﾝ 
処理能力

合計 

災害時に必要となる処理能力 不足する処理能力    ※ 

１年 ２年 ３年 １年 ２年 ３年 

1 195 

1,597 799 533

1,402 604 338

2 158 1,439 641 375

3 138 1,459 661 395

4 101 1,496 698 432

5 94 1,503 705 439

6 57 1,540 742 476

7 37 1,560 762 496

8 0 1,597 799 533

 ※不足する処理能力：要災害廃棄物処理能力－処理能力合計 

 ３ 市の処理施設で処理出来ない場合、能力が不足する場合 

市の処理が不可能な場合や能力が不足する場合には、仮設処理施設の設置等により処理能力の補完

を検討する。また、他自治体又は民間事業者に処理協力を要請する。 
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